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将来の電力需要予測の弱点
～データセンターなどの省電力技術、電気自動車は環境に優しいか～



目的 第７次エネルギー計画（2025年2月）の弱点を明らかにする

１．将来の電力需要予測の曖昧さ  【目標値が曖昧、環境という「空気」が独り歩き】

（１）データセンター（DC）等の電力需要増加の予測幅が過大

①現状技術なら急増、国際競争力の大幅減 → 将来の仕事を失う
②省電力技術（半導体省エネ、サーバー液浸冷却、光電融合）の進展が予測できない
データセンター、半藤体は将来の産業のコメ

（２）省エネ技術（光電融合など）・・・NTTのIOWN（アイオン）計画など

２．電力供給策の曖昧さ 【目標が不明確なので、過渡期方策の準備不足】

（１）「変動再エネを主力電源として最大限導入」の見込みが曖昧

   ①昼夜一定のDC需要に変動再生エネでは対応不可 【図２】
②出力制御した変動再エネ電力量の増大（九州から全国拡大、高価な系統連携・蓄
電） 【図２】

③ペロブスカイト太陽電池の国際競争力（中国リスク、従来パネルの二の舞対策なし）
   ④洋上風力の採算（三菱商事など）、産業競争力（中国は世界シェア７割）

（２）変動再エネは容量の増加（主力電源化）に伴って「統合コスト」が急増 【図１】

①浮体式洋上風力は、着床式の２倍程の建設・運転費用が必要（？）・・東大論文、
中国リスク（日本民間洋上風力事業で既受注。情報の軍事利用が可能？管理せず）

講演の目的と構成（1/2）
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講演の目的と構成（2/2）
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データセンターなどの将来の電力需要と

省電力技術



データセンターなどの将来の電力需要と電力ネットワークの課題

5出典：「半導体事業における電力需要ついて」、総合資源エネルギー調査会 基本政策小委員会、2024.06.06

（日本：「半導体・デジタル産業戦略」）



6出典：「半導体事業における電力需要ついて」、総合資源エネルギー調査会 基本政策小委員会、2024.06.06

データセンターなどの将来の電力需要と電力ネットワークの課題



7出典：「半導体事業における電力需要ついて」、総合資源エネルギー調査会 基本政策小委員会、2024.06.06

データセンターなどの将来の電力需要と電力ネットワークの課題



8出典：「半導体事業における電力需要ついて」、総合資源エネルギー調査会 基本政策小委員会、2024.06.06

データセンターなどの将来の電力需要と電力ネットワークの課題



9出典：「エネルギーを巡る最近の動向について」、総合資源エネルギ調査会 基本政策分科会（第69回） 資料1、2025.6.2

データセンターなどの将来の電力需要と電力ネットワークの課題



10出典：「エネルギーを巡る最近の動向について」、総合資源エネルギ調査会 基本政策分科会（第69回） 資料1、2025.6.2

データセンターなどの将来の電力需要と電力ネットワークの課題



11出典：「電力需要対策ついて」、資源エネルギ庁 第70回電力・ガス基本政策小委員会、2024.02.27

データセンターなどの将来の電力需要と電力ネットワークの課題
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データセンターなどの将来の電力需要と電力ネットワークの課題

出典：今後の電力需要見通しについて,資源エネルギー庁，2025.1.27



13出典：「電力需要について」、総合資源エネルギ調査会 基本政策審議会（第56回） 資料1、2024.06.06

データセンターなどの将来の電力需要と電力ネットワークの課題



14出典：「電力需給対策について」、資源エネルギ庁 、2024.02.27

データセンターなどの将来の電力需要と電力ネットワークの課題



15出典：「電力需要について」、総合資源エネルギ調査会 基本政策審議会（第56回） 資料1、2024.06.06

データセンターなどの将来の電力需要と電力ネットワークの課題



16出典：「電力需要について」、総合資源エネルギ調査会 基本政策審議会（第56回） 資料1、2024.06.06

データセンターなどの将来の電力需要と電力ネットワークの課題



17
出典：「電力の安定供給とカーボンニュートラルの両立に向けた 当社の取り組み」、東京電力HD、2024.06.24

超高圧テーブルが通る地下トンネル データセンター内部

データセンターなどの将来の電力需要と電力ネットワークの課題



18
出典：「世界を魅了するINZAIの激増する電力需要を支える挑戦」、東京電力PG、2024.07.30

世界を魅了するINZAIの激増する電力需要 千葉印西エリア

超高圧デジタル変電所 シールドマシンで掘削する洞道新設工事

データセンターなどの将来の電力需要と電力ネットワークの課題
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出典：「電力の安定供給とカーボンニュートラルの両立に向けた 当社の取り組み」、東京電力HD、2024.06.24

安定供給とＣＮ両立に向けた短期的取組 千葉印西変電所

データセンターなどの将来の電力需要と電力ネットワークの課題



20出典：総合資源エネルギ調査会 基本政策審議会（第56回） 資料２、ソフトバンク、2024.06.06

データセンターなどの将来の電力需要と電力ネットワークの課題



21出典：「電力需要対策について」、資源エネルギ庁 第70回電力・ガス基本政策小委員会、2024.02.27

データセンターなどの将来の電力需要と電力ネットワークの課題
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データセンター固定需要

固定需要

変動需要

変動型再エネ
（太陽光、今後：風力）
ＢＵ１ 安定型再エネ
（揚水、バイオ、地熱）
ＢＵ３ 火力

原子力
ＢＵ１ 水力、バイオ、地熱
ＢＵ２ 火力（低炭素型）

ＢＵ１ バックアップ（基本）
ＢＵ２ バックアップ（将来）

ＢＵ３ バックアップ（当面）

７次エネ基のリスク 変動型再エネでは解決しない

７次エネ基のリスク
「変動型」再エネは「安定型」再エネが支える欧州
固定需要 の急増は、「変動型」再エネでは無理

データセンターなどの将来の電力需要と電力ネットワークの課題



23出典：「半導体事業における電力需要ついて」、総合資源エネルギー調査会 基本政策小委員会、2024.06.06

データセンターなどの将来の電力需要と電力ネットワークの課題



24出典：「電力需要について」、総合資源エネルギ調査会 基本政策審議会（第56回） 資料1、2024.06.06

データセンターなどの将来の電力需要と電力ネットワークの課題



25出典：「脱炭素電源について」、総合資源エネルギ調査会 基本政策分科会（第58回） 資料1、2024.07.08

データセンターなどの将来の電力需要と電力ネットワークの課題



26出典：「データセンターも脱炭素化へ」、おはBiz、おはよう日本、2024.11.25

動画を見て感想を 発信されていない？ 報道の信頼性をどう考えるか

データセンターなどの将来の電力需要と電力ネットワークの課題



27出典：「データセンターも脱炭素化へ」、おはBiz、おはよう日本、2024.11.25

サーバー液浸冷却技術 空冷と比べ必要電力94％減

データセンターなどの将来の電力需要と電力ネットワークの課題



28
出典：IOWN構想からみた電力事業の今後,NTT,総合資源エネルギー調査会基本政策審議会,2024.6.6

データセンターなどの将来の電力需要と電力ネットワークの課題

IOWN（アイオン）は、電子機器の情報処理や通信で用いられる電気信号を光の信号に
置き換える「光電融合」と呼ばれる技術を用いる。通信網から半導体内部まで光信号で
情報をやり取りすることで、電気信号より消費電力を抑えながら高速・大容量の通信が
可能となる。アイオンの普及と世界標準化の「仲間作り」に取り組んでいる。
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１．将来の電力需要の曖昧さ 

（１）データセンター（DC）等の電力需要増加（予測）の変動幅が大きい

  ① 2030年の規模（予測例）
・市場規模 半導体製造（日本）：   10年で ２倍（約100兆円）

データ生成量（世界）：15年で ２７倍
・電力需要 データセンター（世界）：10年で ６倍

  ②データセンター電力使用量内訳（2021年）
・サーバー／ストレージ： 約50％ ・ネットワーク： 約10％
・冷却設備： 約40％

  ③電気料金がコスト競争力に直結 韓国、中国、台湾、米国と1.5～2倍の差
④省エネ／電力技術（次項）の進展が予測できない    

 データセンター、半藤体は産業のコメ 将来の仕事に影響

（２）省エネ／省電力技術の開発の進捗

     ・半導体省エネ
     ・サーバー液浸冷却  空冷と比べ約94％削減

     ・光電融合 NTTのIOWN（アイオン）計画

まとめ（１） 将来の電力需要予測の弱点を明確にする



松 永 健 一

技術士（機械、電気電子、原子力・放射線、総合技術監理部門）

電気自動車（EV）は環境に優しいか？

～カーボンニュートラルの移行戦略を検証する～



地球環境の「敵」は、 温室効果ガスであって内燃機関ではない。
CO2削減のためというが、電気自動車（ＥＶ）は本当に環境に優しい
のか。ＥＶに搭載されるリチウムイオン電池は、その製造過程で従
来車よりかなり多くのCO2を排出する。電池を含む車両製造時、動
力源となるエネルギー製造時および走行時、更には廃棄・電池資
源回収時のライフサイクルCO2排出量を「日本機械学会論文」など
から検証する。

また、新車を全てＥＶにしたところで、既存の内燃機関車を直ちに
全て無くすことは現実的でない。既存の設備・技術（車、火力発電）
を利活用しながら燃料を低炭素化していくことも、カーボンニュート
ラル（CN）までの現実的な移行戦略である。

移行戦略を検証する際に、日本と欧州（全体）の電源環境の違い
を誤解なく認識することが極めて重要である。講演では、 CNへ向
けた、自動車と火力発電などの現実的な移行戦略を検証したい。

講演の概要

31



１．自動車の低・脱炭素化

(1) 最近の世界の動き
(2) 自動車の環境性能をトータルで評価
(3) 電気自動車の普及は電池製法改善と電力インフラ整備次第
(4) 日本と欧州の電源環境の違い
(5) 電動化の流れの中でもエンジン車が共存
(6) 合成燃料とはグリーンな液体燃料

２．2050年脱炭素へ向けての動向

(1) 世界の脱炭素の動向（ＩＥＡ）、脱炭素の道は険しい
(2) カーボンニュートラル(CN)とは
(3) 日本政府のCN政策・克服すべき課題

３ ．技術的・経済的に現実的な選択
(1) 自動車と火力発電の脱炭化技術の横串の関係
(2) 再エネの課題、電力貯蔵の必要量、再エネを火力が支える現実
(3) 火力発電の脱炭素化の例
(4) 燃料の水素化の例（火力発電、製鉄×、航空機×） ×：削除

講演の内容

32
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(1) 最近の世界の動き
(2) 自動車の環境性能をトータルで評価
(3) 電気自動車の普及は電池製法改善

と電力インフラ整備次第
(4) 日本と欧州の電源環境の違い
(5) 電動化の流れの中でもエンジン車が共存
(6) 合成燃料とはグリーンな液体燃料



1. 自動車の低・脱炭素化 最近の世界の動き（欧州、米国、日本）

34

2023年は、電気自動車（EV）が実はまだ環境に優しくなかったこ
とが世界中に周知される年になろう。欧州電池規制が転換点に。

１．欧州・・「電池規制」 2023年8月発行。2024年7月からEVのリチ
ウムイオン電池をカーボンフットプリント（CFP）の対象とする。
CO2排出量の基準値を満足しなければ売れなくなる可能性。
電池の欧州域内生産・域内循環を誘導するもの。
・廃棄物のリサイクル比率などがレアメタル毎に規定。

 ・EU市場で製品を販売する会社も対応が必要。

２．米国・・「インフレ抑制法（IRA） 」によるEV税制優遇措置
・電池部品、重要鉱物（Co、Li、Ni、黒鉛など）に要件。
・最終組立が「北米」領域のEV、PHEV、FCV 。日本は締結国。

３．日本・・ 2021年頃から「蓄電池産業戦略」を経産省で検討中。
 ・「資源有効利用促進法」「自動車リサイクル法」に規定。

出典：電池リサイクルで欧米先行、EV大量廃棄時代へ日本にも糸口、日経Automotive、2023.09.28



1. 自動車の低・脱炭素化 欧州委員会による電池規制（2023年8月）
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【出典】 蓄電池産業戦略、経済産業省、2022.08.31

2020年12月に規則案が公表。2023年8月17日に規則が発行された。



36出典：電池リサイクルで欧米先行、EV大量廃棄時代へ日本にも糸口、日経Automotive、2023.09.28

欧州は電池リサイクルを規制化

1. 自動車の低・脱炭素化 欧州委員会による電池規制（2023年8月）

電池の再資源化／リサイクル材の使用の要件

【削除要】

https://xtech.nikkei.com/atcl/nxt/column/18/02572/092600003/?SS=imgview&FD=48575398
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【出典】 自動車新時代戦略会議（第1回）資料、経済産業省、2018.04.18

1. 自動車の低・脱炭素化 電気自動車の種類
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【出典】 蓄電池産業戦略、経済産業省、2022.08.31

1. 自動車の低・脱炭素化 一般的な電池製造プロセス

赤字 CO2排出量が多い、または生産性が低いとされる工程の例



1. 自動車の低・脱炭素化 自動車の環境性能をトータルで評価（日本）
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出典： 内燃機関自動車，ハイブリッド自動車，電気自動車，燃料電池自動車における 車内空調を考慮した量産車両 LCCO2
排出量の比較分析、日本機械学会Vol.84,No.866,2018

図 製造時CO2排出量

ガソリン車（普通、ディーゼル） ／ハイブリッド車／電気自動車／燃料電池車

電池の製造



1. 自動車の低・脱炭素化 自動車の環境性能をトータルで評価（日本）

40
出典： 内燃機関自動車，ハイブリッド自動車，電気自動車，燃料電池自動車における 車内空調を考慮した量産車両 LCCO2
排出量の比較分析、日本機械学会Vol.84,No.866,2018

図 BEVバッテリーに起因するライフサイクルCO2排出量

航続距離とCO2排出量の関係

② エネルギー製造・走行時① 製造時
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出典：Niclas Rolander_ほか、EVは本当に環境に優しいのか 、 電池の製造過程で多くのCO2排出、Bloomberg、2018.10.17

1. 自動車の低・脱炭素化 自動車の環境性能をトータルで評価（独）

電気自動車（EV）_ノルウェー_

航続距離とCO2排出量の関係（2017年）

製造時CO2排出量を含む

電気自動車（EV）_独

燃費の良いエンジン車（独）



1. 自動車の低・脱炭素化 電気自動車の普及は電力インフラ整備次第
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世界は、火力が約60%、水力約17%、原子力約11%、1kWh発電すると約0.5kgの
CO2を排出。仏は原子力、カナダは水力が突出して高い。国によりEVの環境
価値に大差がある。

【出典】 原子力・エネルギー図面集、日本原子力文化財団



1. 自動車の低・脱炭素化 自動車の環境性能をトータルで評価（日本）

43出典：図解まるわかり電気自動車のしくみ、翔泳社、2023.6.12

図 LCA で評価した1kW当たりのCO2排出量

この条件ではPHVが最小

年間走行 1.5万km   使用期間 10年 電池容量 EVは 80kWh、PHVは 10.5 kWh  



1. 自動車の低・脱炭素化 自動車の環境性能をトータルで評価（日本）
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●評価結果も条件により優劣は異なる

〇PHVは「エンジン走行」と「モータ（EVモード）走行」の２つを混合して運転
しており，いずれの走行が支配的かによって排出量が大きく異なる。

〇欧州委員会（EU）では，内燃エンジン車やPHVなどの運転データを，車
載コンピュータにより取得することを2021年からメーカに義務づけている。

〇このデータ60万件の分析結果として，PHV などのCO2排出量が2024年
3月に発表された。

〇この結果によると，内燃エンジン車は，実際の排出量と認証値の差が＋
20％前後だったのに対して，PHVはこれが平均3.5倍であった（欧州で販
売されているPHVの認証値の平均CO2排出量は，39.6g/km）。

〇それ以前に，欧州の調査機関が行った「市街地走行試験」の結果でも，
EVモードで走る走行距離の割合がメーカ主張の5～8割程度であり，バッ
テリー残量がゼロで走行すると，認証値の5～7倍のCO2排出量であると
言われていたが，今回のEU発表でそれが裏付けられた形。



1. 自動車の低・脱炭素化 自動車の環境性能をトータルで評価（日本）

45

●環境性能は、 UF値次第

〇 バッテリーの電気を使用して走行する「モータ（EVモード）走行」の割合を
UF（Utility Factor：ユーティリティファクター）というが，この値をどう設定する
かが重要となる。

〇 2021～2024年のEU基準では高い値（70～85％）とみているが、実際には，
私有車が45～49％，社用車（PHV欧州顧客の70％）が10～15％しかEV走行
していないと，上記の調査機関は2022年に指摘している。

〇今後，EUはUFを約50％に厳格化する予定で，自動車メーカがこれをクリ
アするのは，少なくとも当初は大変だという。



1. 自動車の低・脱炭素化 自動車の環境性能を評価（スウェーデン）

46出典： Carbon footprint report Volvo C40 Recharge、VOLVO、2021

図 LCA で評価したCO2排出量 （総走行距離 20万km）  

XC40 EV［欧州平均］ XC40_エンジン車 EV［世界平均］ EV［欧州平均］ EV［風力発電］   

VOLVOの評価総走行距離 10万km 総走行距離 15万km
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47
【出典】 蓄電池産業戦略、経済産業省、2022.08.31

1. 自動車の低・脱炭素化 電池メタルのサプライチェーンの状況



48
【出典】 蓄電池産業戦略、経済産業省、2022.08.31

1. 自動車の低・脱炭素化 黒鉛のサプライチェーンの状況



1.  不安定性の解決策  ドイツのノルウェーへの依存

49【出典】 欧州電力系統の実情、金子祥三、2023.08.30

ドイツはノルウェーとスウェーデンの豊富な水力で支えられており、変動再エ
ネの限界を考慮する必要がない。



1.  不安定性の解決策  変動型再エネの許容範囲

50【出典】 欧州電力系統の実情、金子祥三、2023.08.30

電源比率の安定条件は、変動型再エネ≦安定型再エネ。ドイツの変動型再エネの
安定性を支えている実態は「ドイツ単独」ではなく、「ノルウェー＋ドイツ電力網」。
2030日本目標は欧州全体の実績にも裏付けのない危険域。

実態なし

実態

日本目標

欧州実績

危険域



1.  欧州の再エネ ：実は水力が最大

51【出典】 欧州電力系統の実情、金子祥三、2023.08.30

欧州再エネは水力が43％と最大。太陽光、風力の変動性再エネ
48％の不安定性を支えている。



1.  不安定性の解決策  電力系統の日欧比較

52

日欧の送電網の比較
日本は国土が細長く送電網は直線状で「串型系統」と呼ばれ、地域ごとの独立性が比較的高い。
欧州は「メッシュ型」の送電網となっており、欧州全体で一つの送電網を形成。このため、欧州は迂回路が多
く、混雑し難い一方、日本はボトルネックとなる所で混雑し易く、電力の特性上１ヵ所の混雑が全体に影響。

日本の電力系統の特徴
２種類（50.60Hz）の周波数。 エリア間の連系は１点が多く、連系送電線容量が小さい。

出典：系統制約の緩和に向けた対応,資源エネルギー庁，2018.1.24

スペイン大停電を九州、北海道の位置から考える



1. 自動車の低・脱炭素化 電動化の流れの中でもエンジン車が共存

53

（出典）IEA 「ETP(Energy Technology Perspectives) 2017」に基づき経済産業省作成

【出典】 資源エネルギー庁、2021.07.08

2017年国際エネルギー機関IEA見通し。2030年時点、エンジン搭載車91%残り、
2040年においても84%と予想。エンジン搭載車に供給する脱炭素燃料が重要



1. 自動車の低・脱炭素化 合成燃料とはグリーンな液体燃料

54【出典】 資源エネルギー庁、2021.07.08

合成燃料は、CO2とH2を合成して製造。原料CO2は、発電所や工場などから
の排出CO2を利用。将来は、大気中のCO2を直接分離・回収したCO2を想定。
原料水素は、再エネ電気で水から水素をつくる「水電解」が基本。



1. 自動車の低・脱炭素化 既存設備が利用できるメリット 合成燃料

55【出典】 資源エネルギー庁、2021.07.08

ガソリンを液体合成燃料に置き換えれば、高いエネルギー密度を保持しつつ
CO2排出量を低減できる。【特徴】 既存設備（燃料インフラ）を活用できる。導
入コストを抑制でき、市場への導入がより円滑。国内で大量生産でき、液体な
ので常温常圧で長期備蓄が可能。



1. 自動車の低・脱炭素化 合成燃料の課題は製造技術とコスト

56【出典】 資源エネルギー庁、2021.07.08

【残る課題】 ① 製造技術の確立・効率の向上、
② 製造コスト（国内の水素製造・輸送コストが高い。海外で製造）、
【現状】 欧米を中心に開発・実証が急速に進む。

国内水素で合成燃料を国内製造

海外水素を輸送、合成燃料を製造

海外で合成燃料を製造

水素価格20円/Nm3



2.1 世界の脱炭素の動向（ＩＥＡ）_脱炭素の道は険しい_

2.2 カーボンニュートラル(CN)とは

2.3 日本政府のCN政策・克服すべき課題

57



2.1 世界の脱炭素の動向

58

エネルギーフローの概要

出典：第４回将来の需要シナリオに関する検討会、電力広域的運営推進機関、2024.3.5



2.1 世界の脱炭素の動向

59

2050年ネットゼロ排出量シナリオ（ＮＺＥ）における世界の発電量（電源別）

2050年ネットゼロでは、50年のエネルギー需要は現在より８％減、経済規模は２倍以
上、人口は20億人増加。電力は全体の50％、輸送、産業など全てで重要な役割。
★ネットゼロでは、再エネ20年29％→ 30年60％→ 50年90％ （非現実的？）

【出典】 NET Zero by 2050 ： A Roadmap for the Global Energy Sector, IEA2021.5 （原産翻訳）

NZE  2050年ネットゼロを達成するために必要なシナリオ。気温上昇1.5℃まで。見通しではない



2.2 CNとは CNのイメージ（模式的）

出典：三菱重工2021事業計画

CNを実現するには、電力部門の脱炭素化が大前提。非電力部門は、電化や水素化などCO2
を排出しないエネルギーへの転換を進める。2050年には、排出量と、植林やDACCSなどによ
るCO2の吸収を相殺することで、実質排出０トンを目指す。

60

どこからやるのか
より上流から、効果のある、容易にできるものから

・DACCS

DACCS：直接大気回収・貯留

世界のCO2排出量
GT＝10億トンCO2



2.3 日本政府のCN政策・克服すべき課題
部門別の技術開発項目（電力、産業部門）

どんな技術を開発しようとしているのか

出典：資源エネルギー庁HP スペシャルコンテンツ 61

パリティ＝同等



2.3  日本政府のCN政策・克服すべき課題
部門別の技術開発項目（民生、運輸、炭素除去）

どんな技術を開発しようとしているのか

出典：資源エネルギー庁HP スペシャルコンテンツ 62

パリティ＝同等



3.1 自動車と火力発電の脱炭化技術の横串の関係

3.2  変動型再エネの課題、電力貯蔵の必要量、再エネを火力が支える現実

3.3  火力発電の脱炭素化の例

3.4  燃料の水素化の例（火力発電、製鉄×、航空機×） ×：省略

63



3.1 自動車と火力発電の脱炭化技術の分類

64出典：Associate Information No.558 環境特集号,大阪技術振興協会，2023.6



3.2 変動型再エネ(太陽光)の課題 

65

1  不経済性
・総合コスト(支える待機火力などの稼働率低下、送電網強化費用など
 を含むと新設発電コストが高い）

2  不安定性・電力需給が逼迫
 ・再エネ(太陽光、風力)普及のために送電網の強化を決定

北海道ー関東、九州ー本州に複数ルートを新増設
 ・2021年1月大雪で電力需給が逼迫。2022年2月に電力不足? 
 ・北海道大停電 2018年9月

3  被災急増・二次自然災害の誘発
・太陽光パネル設置斜面の崩落、景観悪化など

規制する都道府県が多くなった

4  国際競争力の失墜 (EVを含む)
 ・重要鉱物資源の中国リスクがある。太陽光パネルの80％が中国製、今後の
洋上風力も。EV電池や水電解装置の鉱物資源の多くが中国製など

兵庫県姫路市 平成30年豪雨に伴い



3.2  経済性 全てを太陽光発電とするときの電力貯蔵の必要量

66出典：エネルギー基本計画と火力発電の将来、金子祥三、2021.12.21火原協技術セミナー



2020年3月27日（土）昼過ぎ
需要=830万ｋW
火力抑制後の供給＝1229.7ｋW
揚水動力＝ー186.2万ｋW
域外送電＝ー208万ｋW
蓄電池＝ー5万ｋW
太陽光発電抑制＝ー385.7万ｋW

1年間で56回出力抑制

1年間で60回出力抑制

3.2  不安定性  再エネ大量導入による電力需給の抑制

出典：再エネ出力制御に向けた対応状況について,九州電力，2018.10.10

九州電力の再エネ出力余剰対策事例



68
出典：発電コスト検証に関するとりまとめ,資源エネルギー庁，2025.2.6

3.2  不安定性  再エネ大量導入による電力需給の抑制



3.2  不安定性  出力制御された再エネの電力量

出典：資源エネルギー庁 「再生可能エネルギーの出力調整の抑制に向けた取組等について」 2024年5月24日

九州エリアの再エネ導入量の推移

「不安定型再エネ導入量（太陽光発電＋
風力発電）」と「最少需要」の比較

2016年には「最少需要」を上回った

出力制御された再エネ電力量（億kWh）

2021年度までは九州エリアだけで実施され

ていたものが，2022年度以降は他のエリ
アにも拡大

69



70出典：「エネルギーを巡る最近の動向について」、総合資源エネルギ調査会 基本政策分科会（第69回） 資料1、2025.6.2

3.2  不安定性  再エネ大量導入によるスベインの大停電



3.3 火力発電の脱炭素化（石炭ガス化／大崎クールジェンIGCC）

71

大崎クールジェンプロジェクトは、石炭火力発電から排出されるCO2を大幅に削減させるべ
く、究極の高効率発電であるIGFCとCO2分離・回収を組合せた革新的低炭素石炭火力発電
の実現をめざすもの。 石炭ガス化技術は、安価に石炭を水素化する技術とも言える。

出典：石炭ガス化発電は水素発電だ、奈良林直、国家基本問題研究所、2021.12.14

電源開発と中国電力が折半で設立した「大崎クールジェン（株）」。瀬戸内海の大崎上島（広島
県）にあり、対岸の広島県竹原市には、電源開発の竹原火力発電所（超々臨界圧石炭火力）も
ある。 「大崎クールジェンプロジェクト」は、NEDOとの国家プロジェクトとして開発した石炭ガス
化複合発電（IGCC）。



3.3  石炭ガス化発電は水素発電だ （奈良林 直 東工大特任教授）

72

実質的な石炭水素化発電  （奈良林 直教授）
ガス化排熱回収とともに酸素を多く供給して（シフト反応）で水素の割合を55%まで高め、残
りの40%のCO2は、燃焼前に物理的に分離。これを貯留（CCS）すれば、水素比率を85%に高
め、残りは窒素と4%まで減らしたCO2になる（下図）。ガスタービンのバーナーで燃焼する前
にCO2を容易に分離・回収できる、ほとんどCO2を排出しない火力発電所が実現する。

出典：石炭ガス化発電は水素発電だ、奈良林直、国家基本問題研究所、2021.12.14

石炭ガス化設備における燃料水素の過程



3.4 燃料の水素化 水素ガスタービンが水素消費を拡大・コスト低減

73

20 %混焼でFCV10～13万台相当の水素消費。専焼ならさらに効果大。

出典：三菱重工業_技術資料



74

2050年カーボンニュートラル(CN)の実現のために
１ ．電気自動車（EV）は日本ではまだ環境に優しくない。日本の
   産業の根幹をなす「自動車産業」は、電動化の大きな流れの中
  でもエンジン車が共存する現実を直視して、移行段階では燃料
  のCN化を含めて幅広く対応すべき。

２ ．自動車のCN化のためには、上流の電力の脱炭素化を優先的
 に進めることが必須。欧州の再エネの最大は実は水力。日本の
 再エネの課題を直視し、再エネの不安定さや利用拡大にも貢献
している火力発電の脱炭素、燃料のCN化を行い、既存設備・技
 術を利活用することも考慮すべき。

３ ．脱炭素に電（動）化と水素化（水素燃料）の方向がある。適用
 分野ごとに選択する際、日本の国際競争力が考慮されるべき。

４ ．既存設備・技術の低炭素化を図る分野横断の移行戦略が必要。

まとめ（２） 柔軟で安定な低・脱炭素移行戦略のために



対話イン鹿児島大学2025 基調講演（２）

将来の電力需要予測の弱点
～データセンターなどの省電力技術、電気自動車は環境に優しいか～

ご清聴ありがとうございました


	既定のセクション
	スライド 1
	スライド 2
	スライド 3
	スライド 4
	スライド 5
	スライド 6
	スライド 7
	スライド 8
	スライド 9
	スライド 10
	スライド 11
	スライド 12
	スライド 13
	スライド 14
	スライド 15
	スライド 16
	スライド 17
	スライド 18
	スライド 19
	スライド 20
	スライド 21
	スライド 22
	スライド 23
	スライド 24
	スライド 25
	スライド 26
	スライド 27
	スライド 28
	スライド 29
	スライド 30
	スライド 31
	スライド 32
	スライド 33
	スライド 34: 1.  自動車の低・脱炭素化　　　　最近の世界の動き（欧州、米国、日本）
	スライド 35: 1.  自動車の低・脱炭素化　　欧州委員会による電池規制（2023年8月）
	スライド 36
	スライド 37
	スライド 38
	スライド 39: 1.  自動車の低・脱炭素化　　自動車の環境性能をトータルで評価（日本）
	スライド 40: 1.  自動車の低・脱炭素化　　自動車の環境性能をトータルで評価（日本）
	スライド 41
	スライド 42: 1.  自動車の低・脱炭素化　　電気自動車の普及は電力インフラ整備次第
	スライド 43: 1.  自動車の低・脱炭素化　　自動車の環境性能をトータルで評価（日本）
	スライド 44: 1.  自動車の低・脱炭素化　　自動車の環境性能をトータルで評価（日本）
	スライド 45: 1.  自動車の低・脱炭素化　　自動車の環境性能をトータルで評価（日本）
	スライド 46: 1.  自動車の低・脱炭素化　　自動車の環境性能を評価（スウェーデン）
	スライド 47
	スライド 48
	スライド 49: 1.  不安定性の解決策  ドイツのノルウェーへの依存 
	スライド 50: 1.  不安定性の解決策  変動型再エネの許容範囲 
	スライド 51: 1.  欧州の再エネ ：実は水力が最大
	スライド 52: 1.  不安定性の解決策  電力系統の日欧比較 
	スライド 53: 1.  自動車の低・脱炭素化　　　電動化の流れの中でもエンジン車が共存
	スライド 54: 1.  自動車の低・脱炭素化　　　合成燃料とはグリーンな液体燃料
	スライド 55: 1.  自動車の低・脱炭素化　既存設備が利用できるメリット　合成燃料
	スライド 56: 1.  自動車の低・脱炭素化　　　合成燃料の課題は製造技術とコスト
	スライド 57
	スライド 58: 2.1 世界の脱炭素の動向
	スライド 59: 2.1 世界の脱炭素の動向
	スライド 60: 2.2  CNとは　　　　CNのイメージ（模式的）
	スライド 61: 　2.3  日本政府のCN政策・克服すべき課題　　 　　　　　　　　　　　部門別の技術開発項目（電力、産業部門）
	スライド 62: 　2.3  日本政府のCN政策・克服すべき課題　　 　　　　　　　　　　部門別の技術開発項目（民生、運輸、炭素除去）
	スライド 63
	スライド 64: 3.1  自動車と火力発電の脱炭化技術の分類　
	スライド 65: 3.2　変動型再エネ(太陽光)の課題 
	スライド 66: 3.2  経済性　全てを太陽光発電とするときの電力貯蔵の必要量
	スライド 67: 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
	スライド 68
	スライド 69
	スライド 70
	スライド 71: 3.3 火力発電の脱炭素化（石炭ガス化／大崎クールジェンIGCC）
	スライド 72: 3.3  石炭ガス化発電は水素発電だ　（奈良林 直 東工大特任教授）
	スライド 73: 3.4  燃料の水素化　水素ガスタービンが水素消費を拡大・コスト低減
	スライド 74
	スライド 75


